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高速自動車国道の整備フロー

予定路線
（ 法 定 ）

基本計画の決定
（国土交通大臣）

環境影響評価

整備計画の決定※1

（国土交通大臣）

〔未供用延長：650km〕

国土開発幹線自動車道建設法
（第3条） 〔11,520km〕

国土開発幹線自動車道建設法
（第5条） 〔10,623km〕

・建設線の区間 ・設計速度
・建設線の主たる経過地 ・道路等との主たる連結地
・標準車線数 ・建設主体

環境影響評価法

高速自動車国道法
（第5条） 〔9,428km〕

・経過する市町村名 ・連結位置及び連結予定施設
・車線数 ・工事に要する費用の概算額
・設計速度 ・その他必要な事項（施行主体）
※１ 整備計画の決定にあたっては、あらかじめ、関係都道府県等の意見を聴取

〔H29年3月1日現在 供用延長：8,778km〕（うち新直轄513ｋｍ）

国土開発幹線
自動車道建設会議

国土開発幹線
自動車道建設会議

会長 ： 委員の互選より選出

委員 ： 衆・参国会議員
学識経験者

高速道路株式会社による整備 新直轄方式による整備

道路整備特別措置法（第3条） 329km
高速自動車国道法（第6条） 321km

１．高速道路事業の概要
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料 金

（既存：民営化前に開通した区間）

料 金

（新規：民営化後に開通した区間）

リース料
（貸付料）

資産（道路）を借受

機 構機 構

会 社会 社

維持・管理

借入金

既存債務（借金）

新規債務（借金）

借入金

（新規債務（借金）） 新規道路建設

新たな

道路資産を形成

完成後、資産・債務（借金）を

機構に帰属（引渡し）

元利返済

（既存＋新規）

新設・改築協定

（協定別紙１）

新設・改築協定

（協定別紙１）

○会社は、いつまでに、いくらで道路建設を行うのかを表明（＝新設・改築協定）
○機構は、会社が表明した範囲内で道路が完成した場合は、その債務（借金）と資産を引受けることを約束

※会社は機構と協定を締結したときは、国土交通大臣の許可（事業許可）を受けて、高速道路を新設し、
又は改築して料金を徴収することができる （特措法第三条）

２．機構と会社との関係（新設・改築協定）
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３．西日本高速道路㈱の建設事業量
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３．西日本高速道路㈱の建設事業量



6

３．西日本高速道路㈱の建設事業量



地域の発展と暮らしや利便性の向上に貢献するため、より安全で使いやすい高速道路ネットワーク整備の早
期完成を目指し、事業を推進。

①計画的な執行 （開通予定の厳守、協定契約）
②質の高いネットワークの構築 （地域社会への貢献）
③コスト削減 （インセンティブの獲得）

地域の発展と暮らしや利便性の向上に貢献するため、より安全で使いやすい高速道路ネットワーク整備の早
期完成を目指し、事業を推進。

①計画的な執行 （開通予定の厳守、協定契約）
②質の高いネットワークの構築 （地域社会への貢献）
③コスト削減 （インセンティブの獲得）

【建設事業の流れ】
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１～２年 ２～３年 ２～３年 ５～６年

建設期間 標準的 約１１年

４．高速道路建設の流れ

事業区間の全体行程を策定

工事計画の立案
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○ 関係機関との調整（国土交通省など）
○ 協定用図書作成
○ 数量・事業費の算出
○ 事業の必要性整理（交通量の推計・Ｂ／Ｃ算出）

事業化準備
設計書作成・発注 受注者

○ 協定締結 ： 高速道路機構
○ 事業許可 ： 国土交通省

事業化

測量・調査・設計
（一次）

○ 地形測量、中心線測量
○ 一次土質調査
○ 協議用図面作成
○ ＴＮ・橋梁一般図作成 など

設計書作成・発注 受注者

地元設計協議

用地関係
測量・調査

○ 用地幅杭設計、幅杭測量
○ 用地丈量測量
○ 登記簿調査 など

用地取得交渉

設計書作成・発注 受注者

● 各県土地開発公社、ＢＳなどと協働

４．高速道路建設の流れ（詳細）

事業区間の全体行程を策定

工事計画の立案
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○ 詳細測量
○ 二次土質調査
○ 道路詳細設計
○ トンネル詳細設計
○ 橋梁基本詳細設計 など

設計書作成・発注 受注者

工事着手前
調査

○ 水文調査
○ 環境調査（環境影響評価結果に基づき）
○ 家屋調査
○ 技術検討委員会（必要に応じて） など

設計書作成・発注 受注者

測量・調査・設計
（二次）

受注者工事発注

工事発注準備
○ 数量算出・取りまとめ、工事費の算出（積算）
○ 図面・仕様書の作成
○ 工事発注手続き（概要説明、技術審査、契約手続き）

 橋梁詳細設計（上部工）
 受注者との打合せ
 現場の品質・安全管理
 工事工程管理（進捗率管理）
 現地条件変更への対応（工法変更・新単価作成）

（工事しゅん功に向けて）
 工事費用の精算
 取得資産の登録
 しゅん功検査・受注者評定

工事しゅん功

 国交省完了検査
 機構への資産承継

完成・開通

４．高速道路建設の流れ（詳細）

工事計画の立案
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５．工期設定の事例（事業許可時の全体工程）
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５．工期設定の事例（箱工程の作成）

工事計画の立案
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５．工期設定の事例（具体の工事事例 ）
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５．工期設定の事例（発注時の積算工程）
次ページ以降の『工期設定時に明示すべき諸条件』

を反映し作成した積算工程
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６．工期設定時に明示すべき諸条件

明示項目 明示事項

工程関係

１ 他の工事の開始又は完了の時期により、当該工事の施工時期、全体工事等に影響がある場合は、影響箇所
及び他の工事の内容、開始又は完了の時期。

２ 施工時期、施工時間及び施工方法が制限される場合は、制限される施工内容、施工時期、施工時間及び施
工方法。

３ 当該工事の関係機関等との協議に未成立のものがある場合は、制約を受ける内容及びその協議内容、成立
見込み時期。

４ 関係機関、自治体等との協議の結果、特定された条件が付され当該工事の工程に影響がある場合は、その
項目及び影響範囲。

５ 余裕工期を設定して発注する工事については、工事の着手時期。
６ 工事着手前に地下埋設物及び埋蔵文化財等の事前調査を必要とする場合は、その項目及び調査期間。又、

地下埋設物等の移設が予定されている場合は、その移設期間。

用地関係

１ 工事用地等に未処理部分がある場合は、その場所、範囲及び処理の見込み時期。
２ 工事用地等の使用終了後における復旧内容。
３ 工事用仮設道路・資機材置き場用の借地をさせる場合、その場所、範囲、時期、期間、使用条件、復旧方法等。
４ 施工者に、消波ブロック、桁製作等の仮設ヤードとして当社保有地等及び発注者が借り上げた土地を使用さ

せる場合は、その場所、範囲、時期、期間、使用条件、復旧方法等。

公害関係

１ 工事に伴う公害防止（騒音、振動、粉塵、排出ガス等）のため、施工方法、建設機械・設備、作業時間等を指定
する必要がある場合は、その内容。

２ 水替・流入防止施設が必要な場合は、その内容、期間。
３ 濁水、湧水等の処理で特別の対策を必要とする場合は、その内容（処理施設、処理条件等）。
４ 工事の施工に伴って発生する騒音、振動、地盤沈下、地下水の枯渇等、電波障害等に起因する事業損失が

懸念される場合は、事前・事後調査の区分とその調査時期、未然に防止するために必要な調査方法、範囲等。
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６．工期設定時に明示すべき諸条件

明示項目 明示事項

安全対策関係

１ 交通安全施設等を指定する場合は、その内容、期間。
２ 鉄道、ガス、電気、電話、水道等の施設と近接する工事での施工方法、作業時間等に制限がある場合は、そ

の内容。
３ 落石、雪崩、土砂崩落等に対する防護施設が必要な場合は、その内容。
４ 交通誘導員、警戒船及び発破作業等の保全設備、保安要員の配置を指定する場合又は発破作業等に制限

がある場合は、その内容。

５ 有毒ガス及び酸素欠乏等の対策として、換気設備等が必要な場合は、その内容。

工事用道路関係

１ 一般道路を搬入路として使用する場合
（1） 工事用資機材等の搬入経路、使用期間、使用時間帯等に制限がある場合は、その経路、期間、時間帯等。
（2） 搬入路の使用中及び使用後の処置が必要である場合は、その処置内容。
２ 仮道路を設置する場合
（1） 仮道路に関する安全施設等が必要である場合は、その内容、期間。
（2） 仮道路の工事終了後の処置（存置又は撤去）。
（3） 仮道路の維持補修が必要である場合は、その内容。

仮設備関係

１ 仮土留、仮橋、足場等の仮設物を他の工事に引き渡す場合及び引き継いで使用する場合は、その内容、期
間、条件等。

２ 仮設備の構造及びその施工方法を指定する場合は、その構造及びその施工方法。

３ 仮設備の設計条件を指定する場合は、その内容。
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６．工期設定時に明示すべき諸条件

明示項目 明示事項

建設副産物関係

１ 建設発生土が発生する場合は、残土の受入場所及び仮置き場所までの距離、時間等の処分及び保管条件。
２ 建設副産物の現場内での再利用及び減量化が必要な場合は、その内容。
３ 建設副産物及び建設廃棄物が発生する場合は、その処理方法、処理場等の処理条件。なお、再資源化処

理施設又は最終処分場を指定する場合は、その受入場所、距離、時間等の処分条件。

工事支障物件等
１ 地上、地下等の占用物件の有無及び占用物件等で工事支障物が存在する場合は、支障物件名、管理者、

位置、移設時期、工事方法、防護等。
２ 地上、地下等の占用物件工事と重複して施工する場合は、その工事内容及び期間等。

薬液注入関係
１ 薬液注入を行う場合は、設計条件、工法区分、材料種類、施工範囲、削孔数量、削孔延長及び注入量、注

入圧等。
２ 周辺環境への調査が必要な場合は、その内容。

その他

１ 工事用資機材の保管及び仮置きが必要である場合は、その保管及び仮置き場所、期間、保管方法等。
２ 工事現場発生品がある場合は、その品名、数量、現場内での再使用の有無、引き渡し場所等。
３ 支給材料及び貸与品がある場合は、その品名、数量、品質、規格又は性能、引渡場所、引渡期間等。
４ 関係機関・自治体等との近接協議に係る条件等その内容。
５ 架設工法を指定する場合は、その施工方法及び施工条件。
６ 工事用電力等を指定する場合は、その内容。
７ 新技術・新工法・特許工法を指定する場合は、その内容。
８ 部分使用を行う必要がある場合は、その箇所及び使用時期。
９ 給水の必要のある場合は、取水箇所・方法等。
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７．適正な工程確保に向けた取組み

 NEXCO西日本の発注する工事における適正な工程確保に向けた取組み
は以下のとおりです。
 NEXCO西日本の発注する工事における適正な工程確保に向けた取組み
は以下のとおりです。

≪適正な工程確保の推進≫
「建設工事における適正な工期設定等のためのガイドライン（平成２９年８月２８日、

建設業の働き方改革に関する関係省庁連絡会議）」による取組みが求められています。
・長時間労働の是正や週休２日の確保など建設業への時間外労働の上限規制の適用に向けた
環境整備に配慮して、適正な工期を設定する。

・工事の実施に先立って、工期への影響を含め具体的にどのような施工上のリスクが存在す
るか等に関して情報共有や意思疎通を図り、不明な点や各々の役割分担についてできる限
り明確化しておくことが望ましい。

ＮＥＸＣＯ西日本では、本ガイドラインに基づき、以下の取組みを行っています。

１）受発注者間による工事工程共有及び責任分担の明確化を実施（Ｈ30.7～）
２）工程作成の手引きを順次整備（Ｈ30.7橋梁編、Ｒ1.7舗装編）
３）柔軟な工期設定（「任意着手方式」、「フレックス方式」）への取組み

（Ｈ29.4～順次）
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受発注者間による工事工程共有及び責任分担の明確化を実施します。受発注者間による工事工程共有及び責任分担の明確化を実施します。

土木工事請負契約における設計変更ガイドラインに、工事工程
の共有と責任分担の明確化を追加しました。（Ｈ30.7～）

≪工事工程表への明示事項≫
受注者は、設計図書に示された条件に基づき、施工計画段階で工事工程表

を作成します。明示する内容には、以下の内容を含むものとします。

①工事工程表には設計図書に示された工事用地に関する事項、関連施設その他
との関係、作業日及び作業期間に関する事項、関連工事との調整に関する事項
等に記載された、工事着手可能時期等、工程に影響する事項を記載するものと
します。

②工事工程表には、クリティカルを明示するものとします。また、工程が変更となっ
た場合は、その都度クリティカルを再確認するものとします。

③施工計画に影響する懸案事項（未解決課題）がある場合は、その内容を明示す
るとともに、課題解決のための受発注者それぞれの責任分担、対応者（監督員
又は受注者）及び対応期限を明示するものとします。

７．適正な工程確保に向けた取組み
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受発注者間による工事工程共有及び責任分担の明確化を実施します。受発注者間による工事工程共有及び責任分担の明確化を実施します。

≪工事工程の共有≫
工事工程表を、受発注者双方で確認し共有するものとします。
当該工事工程表を共有することにより、お互いのクリティカルパスを把握する

ことが可能となり、常に工程遅延をもたらす要因を排除すべく、より具体的に情
報共有や意志疎通が図られ、適切な業務遂行に努めることが可能となります。
工事施工中に工事工程表に変更が生じた場合は、受発注者間で修正した工

事工程表を共有するものとします。工程の変更理由が以下の①～⑤に示す、受
注者の責に拠らない場合は、工期の延期等の適切な措置が講じられるよう、受
発注者間にて協議するものとします。

① 受発注者間で協議した工事工程の条件に変更が生じた場合
② 著しい悪天候により作業の不稼働日が多く発生した場合
③ 工事一時中止により全体工期に影響が生じた場合
④ 資機材や労働需要のひっ迫により全体工程に影響が生じた場合
⑤ その他特別な事情により全体工程に影響が生じた場合

７．適正な工程確保に向けた取組み
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受発注者間による工事工程共有及び責任分担の明確化を実施します。受発注者間による工事工程共有及び責任分担の明確化を実施します。

７．適正な工程確保に向けた取組み
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工程作成の手引きを順次整備します。工程作成の手引きを順次整備します。

■工程作成の手引き
橋梁編（Ｈ30.7）、舗装編（Ｒ1.7）制定

…組織や担当者の考え方によるバラツキを解消するため、標準的な工程作
成が可能となるよう手引きとして策定しました。

…工種毎の標準施工能力から施工日数を算出する「工程作成支援ツール」
とし整備及び工種別標準工程を参考に工事工程を作成し、同規模、同条
件等の工事で工期設定がバラつかないための指標とします。

※次年度以降も順次拡大予定です

≪ ４週８休の推進に向けた工事における取扱いについて≫
⇒ 契約工期の設定にあたっては、工程作成の手引きにより、４週８休を前提とした

工程を考慮します。（工程作成の手引きの制定工種のみ適用）
※ただし、積算工期の設定は、従前どおりの過去の実績に基づいて設定した、積算基

準により設定します。

７．適正な工程確保に向けた取組み
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■橋種毎の「施工の流れ」及び「施工写真付の施工フロー」を作成し、活用しています。

各工種の作業内容を写真付きで解説

工程表の「工種欄」の各工種

各工種の作業内容を解説

工程作成の手引きを順次整備します。工程作成の手引きを順次整備します。

７．適正な工程確保に向けた取組み



■工種単位で標準的な作業手順による工程を自動作成します。

工程作成の手引きを順次整備します。工程作成の手引きを順次整備します。
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７．適正な工程確保に向けた取組み


